
決算書掲載頁　P309・P311

保険財政の安定化と保険料平準化を促進する観点から、財政運営の広域化を進め都道府県単位での保険運営を推進
するために、都道府県内の市町村国保の拠出により医療費を賄う共同事業を実施する。
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直営 平成17年度 保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業実施要綱

大阪府国民健康保険団体連合会

適正に、保険財政共同安定化事業にかかる医療費拠出金を支出する。
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都道府県内における市町村国保の保険料の平準化や財政の安定化を図るため、１件３０万円以上のレセプトの８万円
超８０万円未満の部分を対象とし、保険財政共同安定化事業を実施する。目
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保険財政の安定化と保険料平準化を促進する観点から、財政運営の広域化を進め都道府県単位での保険運営を推進
するために、都道府県内の市町村国保の拠出により医療費を賄う共同事業を実施する。
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直営 平成17年度 保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業実施要綱

大阪府国民健康保険団体連合会

共同事業にかかる事務費の分担金を、適正に支出する。
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年金受給者データの提供を受けて、国保資格の適正化を図るために必要な事務費の分担。
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細事業：保険財政共同安定化事業医療費拠出金                             

１．保険財政共同安定化事業医療費拠出金 

都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化や財政の安定化を図るため、１件３０万円を超える医療費につい

て、府内市町村国民健康保険の拠出により負担を共有する共同事業を実施した。 

１件が３０万円を超えるレセプトの８万円超８０万円未満の部分について、都道府県単位で費用負担を調整す

るものとして、大阪府国民健康保険団体連合会に対して保険財政共同安定化事業医療費拠出金を支払った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：その他共同事業事務費拠出金                             

１．その他共同事業事務費拠出金 

退職者医療制度適正化の資料である年金受給権者一覧表の作成経費等事務費は市町村国保が負担することとされ

ており、その他共同事業事務費拠出金として大阪府国民健康保険団体連合会へ支払った。 


